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第５回講義の内容 
中小製造業についての概論的説明（前半） 

• 製造業における大企業と中小企業の住み分け 

• 独立型製造業と下請（サプライヤー）製造業 

• 日本のサプライヤーシステムの特徴 

• 中小サプライヤーの課題 

• 中小製造業の課題 

 

自動車産業のサプライヤーシステム（後半） 
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１．製造業における大企業と中小企業の住み分け 
  ～中小製造業が強い分野の特徴 

中小企業の得意分野（テキスト第２章P39、第３章P53） 

• 細分化された分業工程を担う分野（各種部品） 
• 外注することで取引コストの低減が可能な分野 
• 最少効率規模が小さい分野（素材加工、各種部品） 
• 製品の変化が激しい分野（消費財など） 
• 生産・消費が地域で完結しやすい分野（生鮮食品など） 
• 差別化の程度が大きい分野（産業機械、各種部品） 
大企業の得意分野 
• 規模のメリットが大きい分野として、 

 ①装置産業としての素材メーカーの川上最上流部門（原材
料を素材製品にする課程。鉄鋼、非鉄、化学） 

 ②差別化の度合いの小さい製品（例：飲料） 
 ③機械の組立部門 
 

3 



素材加工・生活関連・中間財で中小企業に存在感 

（注）シャドーは中小企業の出荷シェア5割以上の業種
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製品の流れでみた中小企業高シェア業種の位置 



２．独立系製造業と下請（サプライヤー）製造業 
下請企業は加工産業に多い 
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製造業全体はテキ
スト第１章P13参照 

製造業の業種別企業属性別企業数構成比（全規模）

（資料）中小企業庁「2007年版中小企業白書」第3-1-7図（元データ（株）東京商工リサーチデータより作成）
（注1）「下請等」は前頁の上場企業、1次・2次・3～6次取引企業の割合の合計。上場企業の割合は全体の0.5％に
　　　過ぎず、ほとんどが下請（サプライヤー）企業と見なしうるため、「下請（サプライヤー）等」とした
（注2）○で囲った業種は「下請（サプライヤー）等」の割合が7割以上のもの
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製造業における中小企業の存在意義 
（独立系製造業） 
• 生活関連最終財の生産を中心的に担う 
• 個別発注への対応に強み（工作・産業機械） 
→独立系企業としての意義 
･･･但し、海外企業との競争に直面 
 
（下請（サプライヤー）製造業） 
• 機械の素材、部品を生産 
→基幹産業のサプラヤー・システムを支えるサプラ

イヤーとしての意義 
･･･但し、生産の空洞化に直面 
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産業機械の独立系中小企業の例 
• 産業機器（冷凍機器・圧縮機器・空調機器

等）・酪農機器メーカー 

• 酪農機器で培った技術を産業機器に応用。
製品の性格上、個別対応が中心 

• 売上の1割を新製品（改良含む）で 

• 研究開発要員は本社スタッフの6分の１ 

• 一方で、強力なアフターサービス体制を敷き
（国内外200拠点）、販売済み顧客の機械にも
手厚いメンテナンスを実施 
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（参考１）下請製造業での設備投資における 
ホールドアップ問題 

• ホールドアップ問題は不完備契約（契約に事後
的に発生する事象への対応をすべて盛り込むこ
とができない場合）で発生する（テキスト第２章P35～36参照） 

• 中小企業において問題となるのは、（大企業の
要請に応じて）下請企業が投資を行った後で、
大企業が大口納入先としての優越的地位を使っ
て事後的に不利な条件を課すケースが該当 

• このことを恐れて下請中小企業が投資を手控え
るという問題が生じる 
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（参考２）下請とサプライヤーの違い 
（テキスト第３章P74注1参照） 

• 下請は「特定の事業者に依存する程度が高く、その事業者
の発注に応じて、その事業者の必要とする物品の全部また
は一部について、製作、加工、組立、修理などを行っている
全ての場合」（中小企業庁HP） 

• サプライヤーは「事業者の製造に必要な資材、部品等の供
給、加工等を行う事業者」（いわゆる協力会社）または「事業
者の発注に応じて、その事業者の必要とする物品の全部ま
たは一部について製作等を行っている企業のうち、自立化し
ている企業」（同上） 

→下請という用語を用いる場合、発注者への従属的な関係を
前提とするのに対し、サプライヤーの場合発注者に対する受注
者の従属的な関係のみならず、両者の独立した、もしくは対等
な関係も包含するより広義の概念となる。 

但し、分析実務上は必ずしも上記概念を反映して厳密に用語を
使い分けているとは限らない。以下、本講義ではサプライヤー
で用語を統一する 
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３．日本のサプライヤーシステムの特徴 
～サプライヤーシステムは膨大な裾野産業で構成される 

国内自動車産業のサプライヤーシステム内のモノの流れ

（資料）経済産業省「平成21年産業連関表」（延長表）より商工中金調査部作成

自動車（完成車。乗用車、トラック等、二輪込み）

生産額13兆2934億円

自動車部品 自動車車体 自動車用内燃

機関・同部品

4兆1696億円 2兆655億円1兆8963億円
自動車部品

→自動車部品

7兆6041億円

完成車や車体へ

の納入額の約1.5

倍以上もの部品

→部品の中間投

入があり、部品

業界内で少なくと

も3層程度の垂直

分業が存在する

ことを示唆

9411億円

工業用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品4774

他ゴム製品2181

非鉄金属素形材2089
自動車用内燃機関部品1728

集積回路1537

鉄鋼ｼｬｰｽﾘｯﾄ1524

自動車車体1491

鋳鉄品1443

触媒1398

ベアリング1392

鍛工品（鉄）1097

以下、他電子部品、電線・ｹｰﾌﾞ

ﾙ、特殊鋼熱間圧延鋼材等

2361億円

めっき鋼材2317

塗料651

鉄鋼ｼｬｰｽﾘｯﾄ531

普通鋼冷間仕上鋼材519

特殊鋼冷間仕上鋼材433

他

内燃機関電装品3076

非鉄金属素形材1202

他ゴム製品968

鍛工品（鉄）945

他非鉄金属地金694

電線・ｹｰﾌﾞﾙ678

工業用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品677

特殊鋼熱間圧延鋼材482

他

1兆2851億円
その他

工業用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品2833

内燃機関電装品2641

安全ｶﾞﾗｽ・複層ｶﾞﾗｽ2123

ﾀｲﾔ･ﾁｭｰﾌﾞ1741

他
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サプライヤーシステムのイメージ

完成品メーカー

完成品メーカーと直接取引

１次取引企業 （Tier1） 大・中堅企業中心だが一部中小企業も

部品納入

２次取引企業 （Tier2） 中小企業中心

部品納入

３次～６次取引企業　　（Tier3～Tier6） 中小企業中心

ピラミッド型の階
層構造をなす 

Tier1、Tier2についてはテキスト第３
章P56参照 

サプライヤーシステムはピラミッド型の複層構造 



中小企業なくして供給できない部品も多い 
主な自動車部品の中小企業出荷シェア

（％）

品目名 中小企業ｼｪｱ 品目名 中小企業ｼｪｱ

じゅうたん・床敷物 89.0 鉄鋼切断品（溶断を含む） 96.2
ポリプロピレン 32.4 その他の非鉄金属地金（銅鉛亜鉛ｱﾙﾐ以外） 25.3
塗料 51.0 電線・ケーブル 38.6
その他の化学工業製品（触媒） 47.6 アルミ圧延製品 20.0
プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革加工品 51.3 非鉄金属素形材 65.1
プラスチック製品 71.2 ボルト、ナット、リベット、スプリング 71.0
タイヤ・チューブ 2.7 粉末 33.5
その他のゴム製品 72.9 ベアリング 26.8
板ガラス・安全ガラス 10.7 集積回路 7.2
研磨材 65.3 他に分類されない電子部品・デバイス・電子回路 27.8
普通鋼冷延鋼板 18.4 電動機 25.7
特殊鋼冷延鋼板 15.1 内燃機関電装品 41.0
普通鋼鋼管 32.8 電球類 21.8
特殊鋼鋼管 5.8 電気照明器具 40.0
めっき鋼材 3.4 電池 5.9
鋳鉄品 60.2 ラジオ・テレビ受信機 15.5
鍛工品 76.7 電気音響機器 27.1

（資料）経済産業省「平成22年工業統計表」より商工中金調査部作成。品目の選定は同「平成21年産業連関表」（延長表）より
　　　　　行ったが、工業統計と産業連関表の品目体系が必ずしも一致しないため、一部調整を行った。
（注）中小企業は資本金3億円以下または従業員300人以下の企業
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自動車産業の先行研究からの含意 

• 外注依存度が高い（米国は自製率が高い）。 

• 但し、１社当り取引先数は米国に比べ少ない（継続的
取引関係の日本と分散発注の米国との違い） 

• 発注者は２社発注でリスクを分散 

→発注者が優越的な立場を得ることにもなる 

• 部品発注は一次下請では「承認図方式」（サプライ
ヤーが設計し自動車メーカーがそれを承認）が主だが、
二次以下では「貸与図方式」（発注メーカーが設計）が
中心となる（「貸与図方式」「承認図方式」についてはテキスト第３章P62
参照） 
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中小企業は貸与図方式の生産が多いが、 
設計への貢献も 

中小機械・金属工業の設計関与度別構成比

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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貸与図方式、承認図方式はテキスト 
第３章P62参照 



４．中小サプライヤーの課題 
国内のサプライヤーシステムの最近の変化 

• 強固な取引関係が緩む兆し 

→主力取引先の人事、技術、経営指導面の関与
が減っている 

• 生産の海外移転 

→国内サプライヤー・システムの動揺 

～一部国内サプライヤーに生産海外移転の動き 

• コスト削減要請の強化 

→サプライヤーのコスト負担感強まる 
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主力納入先への依存は高いが、 
すべてではない 

中小機械・金属工業の主力納入先（売上高第１位の先）への売上割合

（％）

45.9

43.2

41.6

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」（2012年8月調査）
（注1）対象は独立受注型と系列受注型。独立・系列受注の定義は上記調査による
（注2）主力納入先の5年前の地位が1位だった先の割合は2006年67.7％、2012年71.1％

主力納入先への売上
高割合が50％以上の
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納入先との人的・資本・技術関係は希薄化 
中小機械・金属工業における主力納入先からの生産要素の導入状況

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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納入先の海外進出が中小企業経営に影響 
中小機械・金属工業の主力納入先の経営戦略の変化とその影響（抜粋、複数回答）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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単価の決定では発注者の主導権が強い 
中小機械・金属工業の受注単価決定方法（現在と５年前との比較）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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単価引下げ要請も強まる 
対応には苦慮 

中小機械・金属工業に対する受注単価引下げ要請の状況 受注単価引き下げ要請への中小機械・金属工業の対応可能性

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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サプライヤーシステム内での中小企業 
生き残りには供給の柔軟性・融通性がカギ 

価格・品質対応能力での系列内サプライヤー間競争は一巡か 

主力納入先の外注先・調達先絞込みが自社の受注面に良い影響とした中小機械・金属工業に
とっての自社の強み（抜粋）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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多品種少量生産サプライヤーの例 
供給能力と品質への貢献が強み 

• トラック、建機向けパイプメーカー 

• 取扱品目数５万、１ヵ月平均１万品目を生産 

• 典型的な小ロット・多品種生産で、製造品目や納期、
コスト等納入先ときめ細かいやり取りが必要。かつ品
質や安定供給の実績を含めた信頼が継続的取引に
つながる。その意味で参入障壁は高い 

→発注者のスイッチング・コストも大きい 

• 近年では製造技術についての改善提案への期待が
高まっている 

• 定期的な加工コスト削減要請・精度の一層の向上要
請に応えつつ、現業の維持発展を志向 
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将来もサプライヤー継続への志向強い 
「関係希薄化＝サプライヤーシステム離脱」を意味しない 

中小機械・金属工業の目指す方向性 a+b

44.1

51.1

50.6

（資料）商工中金・商工総合研究所「第８回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
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b複数の企業からの受注生産を中心に行う部品メーカー

c系列、地域、業種に捉われない独立部品メーカー

d完成品メーカー

e製造業以外の分野に重点を移す

fその他
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まず安定受注があってこその新規受注拡大 

受注パターン別中小機械・金属工業の系列外取引増加の影響（抜粋）

（資料）商工中金・商工総合研究所「第8回中小機械・金属工業の構造変化に関する実態調査」
（注）専属・準専属・分散型の定義は上記調査による
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５．中小製造業の課題 
①内需伸び悩みと海外製品流入増で内外メーカーと
の競争激化 

国内市場における国内および海外企業との競争激化への認識

国内市場で国内企業との競争が激化したとする割合 国内市場で海外企業との競争が激化したとする割合

（資料）商工中金「中小企業の経営改善策に関する調査」（2010年1月調査及び2013年1月調査）
（注）2010年1月は「国内市場での」という限定がなく厳密な意味で比較はできないが、いずれの調査も回答者は国内事業所に限られており
　　　2010年時点の回答を国内市場での競争と見なしても問題ないと考えられる。
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国内製造業は規模の小さい業者を 
中心に減少 

26 

国内製造業の事業所数

従業員４人以上の事業所 従業員４～９人の事業所と同10人以上の事業所別

（資料)経済産業省「工業統計表」
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②設備の老朽化・陳腐化 

現存設備の状況についての自己評価

③＋④

27.9

34.0

24.3

N＝全産業4,188、製造業1,563、非製造業2,625 （注）設備は建物及び機械等
（資料）商工中金「中小企業の保有設備状況と投資判断に関する調査」（2014年1月調査）
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③一部で老朽化・陳腐化が進み、事業推進上にやや問題がある

④老朽化・陳腐化が相当程度進み、事業推進上かなり問題がある

① ② ③ ④
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製造業では設備年齢の高齢化が進む 

国内製造業の保有設備の機種別経過年数（ビンテージ）

（資料）経済産業省「生産設備保有期間等に関するアンケート調査」（2013年5月）
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③低収益体質 

29 

製造業の規模別売上高経常利益率

（資料）財務省「法人企業統計」
（注）中小企業は資本金1000万円以上1億円未満、大企業は同10億円超の企業
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売上確保と利益率のジレンマ 

• 系列取引の方が売上確保には有利 

→特定系列に入らず、不特定先に製品を供給

する企業は、リーマン・ショック時に限界的製
品供給先として取引を打ち切られた場合もあ
るなど、需要が不安定 

• 一方で、系列取引の利幅圧縮傾向 

→全体のパイ縮小時には低利益率に甘んじて
安定需要を優先しがち 
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第５回講義（前半） まとめ 
• 大企業は規模のメリットが大きい素材や最終組立

部門に、中小企業は規模のメリットが小さい分野、
差別化の程度が大きい分野に強み 

• 中小製造業は下請型が６割・独立型が４割。下請
型は加工産業（特に機械関連）で割合が高い 

• 日本のサプライヤーシステムにおいて、量的意味
でも、品質の維持・向上という質的な意味におい
ても、中小製造業の果たす役割は大きい 

• 中小製造業にとって、サプライヤーシステムには
取引関係の弱体化、空洞化、取引条件厳格化と
いう遠心力と、取引安定志向という求心力が併存 

• 競争激化、設備老朽化、低収益体質が課題 
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